


例を比較した（図2）。12か月累積イベント発生率は留置群
48.8%、非留置群は30.3%で、留置群の再入院リスクが有
意に高かった(HR 1.97, 95% CI 1.13‒3.43)。
　(3)初回入院から生存退院した患者のうちDJS留置群
65名と非留置群38名を比較した（図3）。OS中央値は
DJS群28.5か月、非留置群23.3か月で有意差は示されな

かった (HR 0.90, 95% CI 0.56‒1.45)。退院後の当科累
積医療費は、外来治療費平均値[range]は留置群 31.6万
円/年 [0‒88.2万円] vs非留置群 1.4 万円/年 [0‒18.6
万円], p < 0.001、再入院費用平均値は留置群 62.4万円
/年 [0‒604万円] vs 非留置群 39.7万円/年 [0‒437万
円], p = 0.304だった（図4）。

　上部尿路結石による閉塞性腎盂腎炎（以下、結石性腎
盂腎炎）は抗菌薬のみで軽快することもあるが、本邦では
経尿道的尿管ステント (DJS : Double-J Stent)留置を併
用することが多い。DJSを留置した場合、原則として全身状
態が回復した後に砕石術を行いDJS抜去を目指すが、パ
フォーマンスステータス (PS) 不良な高齢者では砕石術を

施行せずにDJSを交換し続けるケースがあり、交換継続に
伴うトラブルは少なくない。今回筆者らはPS不良な高齢結
石性腎盂腎炎患者における急性期治療成績、退院後再入
院イベント発生率、全生存期間と累積医療費についてDJS
留置の有無で比較したので報告する。

診ます会の先生方には日頃より格別の御支援を賜り、厚く御礼を申し上げます。
本稿では、後期高齢結石性腎盂腎炎患者に対する尿管ステント留置の臨床的検討について、述べさせていただきます。

はじめに

　対象は2011年1月1日から2024年12月31日までに山
形市立病院済生館泌尿器科に入院した75歳以上、
Eastern Cooperative Oncology Group PS 3以上の結
石性腎盂腎炎患者で、退院後予後は2025年6月30日まで
追跡した。検討項目は(1)急性期治療の退院時転帰、(2)退
院後の尿路トラブルによる再入院までの期間、(3)初回入
院後の全生存期間 (OS) と当科累積医療費とした。入院当
日を0病日とし2病日以内にDJS留置した場合を早期留置、
3病日以降の留置を待機的留置、留置せず治療した場合を
保存治療と定義した。逆確率重み付け法で群間の交絡因

子を調整した後に、(1)は早期留置群と非早期群の退院時
転帰を生存退院、腎盂腎炎死、腎盂腎炎以外での死亡ま
たは終末期転院について、ロジスティック回帰分析でオッズ
比 (OR) および95%信頼区間 (CI) を算出し比較した。(2)、
(3)はKaplan‒Meier法でイベント曲線を作成し、Cox回帰
分析でハザード比 (HR)、95% CIを算出し比較した。当科
累積医療費は人年法で算出し分布の歪みを考慮した上で
t検定を用いて比較しp < 0.05を有意差ありとした。結石性
腎盂腎炎は同一患者で再発し得るため、(1)(2)では入院症
例単位で解析し、(3)では患者単位で解析した。

対象・方法　

　(1)121名152症例（早期留置82例、待機的留置8例、
保存治療62例）が登録され早期群82例と非早期群70例
を比較した。解析結果を図1に示す。生存退院のOR（OR 
0.48, 95% CI 0.17‒1.33）、腎盂腎炎死のOR（OR 1.09, 

95% CI 0.226‒5.29）はいずれも有意差を認めなかった。
腎盂腎炎以外による死亡と終末期転院のORは早期留置
群で有意に低かった（OR 0.08, 95% CI 0.010‒0.721）。
 (2)生存退院症例のうちDJS留置群77例と非留置群56
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